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エ ネルギーの有効化 につ いて

理事・(社)日本電機工業会専務理事 簗 瀬 文 雄

0

・

0

今後の 日本の経済社会はエ ネルギー事情 に大 きく支配 され るといわれている。エ

ネルギー問題解決のために石油代替エネルギー,新 エネルギーの開発促進や,省 エ

ネルギー方策の推進 がなされてい る。

私共電気機器メーカーは経済,社 会,文 化 のニーズ に応 じた電気製品を供給 して,

国の発展 に貢献す る役 目を担 っている。従 って,エ ネルギー問題 に対処す る機器 の

研究開発は業界 として も重大 な問題の一つで あろ う。現在利用 されているエ ネルギ

ーの中で,30%が 電気エ ネルギーの過程 を経 てお り,先 行 きその比率 は高 まってい

くといわれているだけに,石 油代替エネルギーや新エネルギー発電機器の研究開発

は重大 な問題で ある。原子 力発電 につ いていえば,機 器の改良標準化,品 質保証等

を進 めて,安 全性,信 頼性 の高 い高稼動率機器 の研究開発 が続 け られている。 また

将来の高速増殖炉,核 融合炉 の研究 も行われている。新エネルギーの分野で も太陽

熱 ・光発電,燃 料電池等 々,発 電機器の研究開発が熱心 に行 われてい る。

話 をかえて,エ ネルギー消費構 造 をみ ると,電 機メーカーではそれ 自体 の生産工

程 でのエネルギー消費は比較的少 ないけれ ども,各 種熱処理,塗 装,鋳 造での熱効

率の向上 あるいは排熱の回収 など細 かい省エ ネルギー方策 が進 め られている。 しか

し,電 気機器 メーカーとしてより重要 なことは,省 エ ネルギー電気機器 を社会 に提

供 し,各 方面の省エネルギー化 の促進 に尽 すことにあると思 う。エ ネルギー消費の

パ ターンをみ ると,わ が国では産業部門 が54% ,民 生部 門が21%の エネルギー を使

ってお・り,米 国の それが32%と30%,西 独 が37%と40%と なっているのと較べると,

わが国の民生消費 は今後 も比重 を高 めてい くもの と予想 される。 このため,産 業用

機器 の省エネルギー化は勿論,民 生用電気機器の省エネルギー化 も一層熱心 に進め

られている。昭和49年 に比 し55年 には,ル ームエアコンで32%,冷 蔵庫 で52%も 節

電 されているが,更 に一層 の節 電製品化 が研究 されている。以上 の様 にエ ネルギー

の有効利 用について電機 メーカー として もまだ途 は多 く残 されている。今後一層厳

しくなるエネルギー情勢 に対処 して,尚 一層 の研究開発 を進 め,こ れからの日本の

経済社会 にエ ネルギー有効化の観点 から貢献 してい くことは電気機器 メーカー業界

の大 きな責務であると思 う。(や なせ ふみお)
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本稿 は,昭 和56年11月18日 開催 の当研 究所 第

2回 評 議員 会 での講演 速記 をも とに して,修 正,

加 筆 した もの で ある。

は じめに

本日は,私 どもの研究所で行 った研究の成果

果あるいは研究の過程での議論などを,「 新

エネルギー開発の課題」ないしは「新エネルギ

ーの供給見通 しと課題」 といった題 にまとめ

てお話 してみたいと思います。

1.エ ネ ル ギ ー シ ス テム の 将 来 フ レー ム

最 初 に,エ ネ ル ギ ー シス テ ム の将 来 フ レー
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ムについてとりあげたいと思 います。新 しい

エネルギーの開発 または新 しいエネルギーシ

ステムづ くりの前提 なり,そ の評価の枠組と

して,こ れを見当づけてお く必要があるとい

う問題意識 をもっていまして,こ れまでにも

これに関連するプロジェク トをいくつか実施

して きました。

1.1エ ネルギー資源の賦存と分布

大部分については皆様 ご存知 と思いますが,

図1に エネルギー資源 の賦存量 と分布を示

しました。左側の図は確認可採埋蔵量で,い

わば経済的 にこれ ぐらいとれるであろうとい

う量を示 しています。右側の図は,さ らによ

く調査すればもっとある筈であるとい うこと

で,い わば究極的な埋蔵量推定 とでもい うも

推定追加埋蔵量を加算
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のを示 しています。なお,ス ケールが右側は

左側の10倍 にとっておりますので,同 じ長 さ

でも右側は左側の10倍 の量 となります。

図1に よれば,各 資源 をあわせた全体で,

石炭換算10兆 トンとい うオーダーのものが,

地球上のどこかに技術的にはとりうる状態 に

あるようです。 したがって,現 在の世界全体

の消費量 が,年 間せいぜい100億 トンとい う

単位ですから,量 だけでみる限 りは充分あり

ます。 しかし,こ れが適当な価格で入手でき

るか,あ るいは商品として市場 に流通 して く

れるか,と いう点が問題ではないかと思いま

す。

ところで,図1は 世界エネルギー会議の資

料か ら引用したものです。資源量の想定 という

のは,人 により幅がありますが,極 めて大ざ

っぱにいえば,石 油の確認可採埋蔵量は石炭

換算 で1,300億 トン,石 油 そのも`のの量で

1,000億 トン足 らず というものが現在残ってい

ます。そして究極的には,そ の3～4倍 ぐら

いの埋蔵量があるだろうとなると,石 油 その

ものがなくなるのは,ず い分先のことだとも

考えられます。一方,現 在の状況で,石 油以

外 に賦存量の多いものといえば,第 一 に石炭

があげられます。

図1の 一番下 にウラン量 を示 していますが,

現在のような軽水炉方式の使い方 をすると,

石油よりも少い賦存量となります。現在のと

ころ毎年のウランの消費量が石油の何分の一

かですから,そ ういう割算 をすると寿命が長

いのですが,軽 水炉方式だけでウランを利用

していけば,確 認埋蔵量で勘定 しますと,ウ

ランは石油 より寿命が短いとい うことになり

かねません。 ところが高速増殖炉(FBR)

で利用す るとなると,資 源量が ざっと換算 し

て数十倍 になります。このよ うな計算 をしな

いと,原 子力は非常 に資源があるとはいえな

いように思はれます。

次に図1に 注釈 している,ソ フ トエネルギ

ーの本命である太陽熱 にふれたいと思います。

これは全地球における太陽熱の0.1%,つ ま

り1,000分 の1ぐ らいを利用で きるとして,

化石燃料 に充分匹敵するぐらいの量がありま

す。ただ,現 在ではそれ程簡単 に利用で きま

せん。 しかし,未 来的には,か なり期待で き

るといえましょう。

1.2一 次エネルギーの供給動向

現在のエネルギー供給では石油 と天然ガス

が相当なウェイ トをもっています。 その先行

きの予測を示す図は,あ ちこちの文献 によく

でていますが,そ れを引用 させて貰ったのが

図2で す。

この図は,少 し前の想定 によりますので,

現在 より石油についてやや楽観的です。現在,

世界の石油生産ない し供給 と消費は年間三十

数億 トンですが,2,000年 ぐらいまでの期間

は40億 トンを越すぐらいまで増えてい き,頭

打 ちになって,そ の後減っていく。 そのよう

なカーブが図に描 かれています。 ところが,

現在の予測では,2,000年 まで増 えていくと

い う点に疑問があり,こ れから先 トータルと

して増えないのではないか,そ してある時期

から下がっていくのではないかとされていま

す。産油国の行動パターンあるいは産油国の

経済開発に必要 な資金量 とか,産 油国の経済

開発の進展が現在の体制維持の角度 からみて

どうか,な どといったこととからみ,一 方,

先進国でのエネルギーない し石油節約の努力

がどれだけ進むかという需要サイ ドが供給サ

イ ドに与 えるインパク トの程度,な どを勘案
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すると,今 後の石油供給量は横 ばいで,20年

もたつ とその先は減少する可能性がある,と

み られているわけです。

天然ガスは,現 在,石 油の半分の量程度 し

か使用 されていませんが,ま だ,ず いぶん増

産の余地があるようです。例 えば,ソ 連の北

の方から西独へ天然ガスを送るとい う天然ガ

ス資源開発の計画などがあります。増産す る

気 になれば増産可能 と思われますが,い ずれ

石油 と似た運命を辿 るのではないかと想像 さ

れます。ただ,10年 ～20年 のお・くれで石油 と

同 じ傾向をたどるという私の見方 に対 し,当

研究所内 にもいやもう少 し長 くもつのではな

いかとい う意見の人 もいます。

石油,天 然ガスが頭打 ちになり減っていく

とき,そ の代替のエネルギー源は何 かといえ

ば,石 炭が化石燃料の主力となりましょう。

前節で述べた賦存量でみますと,石 油 に比べ

て一桁多い量がありますので,そ の気になっ

て使 えばそうなるということです。石炭が,

石油 と非常に違 う点は,資 源的にソ連,ア メ

リカといった国々に豊富にあるとい うことで

す。 日本が輸入するとすれば,恐 らくアメリ

カ,カ ナダ,オ ース トラリアそれにごく僅か

中国からというイメージが描かれます。中近

東からの石油の流 れに変 って,も し石炭が供

給源の主力となれば,む しろ先進国が輸出国

となる可能性が充分にあるかと思います。そ

の場合,世 界のマネーフローに非常に大 きな

インパ クトを与 えるのではないかと考えられ

ます。石炭 が一次エネルギー供給の主力とい

っても,現 在の石炭の供給の仕方,使 い方で

は問題があります。例 えば,発 電用には問題

なく使 えましょう。また,鉄 鋼,セ メントな

どの産業では石炭を使っていました し,現 在

も使ってもいますが,そ のほかの産業となり

ます と,昔 は使 っていたが,今 はああいう使

いにくいものは……,と いうことで問題があ

ります。中小工場,中 小ボイラーなどでは環

境規制 という問題,石 炭の輸送の問題等を含

めて,石 炭 を使 いにくくしている問題 を克服

することが石炭利用 を拡大するうえでの課題

だと思います。

話 を非在来石油に移一します。オイルシェー

ルとかオイルサン ドといったような,油 ない

し油 まがいのものが岩石の中に組みこまれ,
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または砂の中にしみこんだものです。これは

元来油 に非常に近いものですので,抽 出にエ

ネルギーや手問ひまがずい分とかか りますが

有力な候補です。 さきの図1の 資源量でみま

しても,少 くとも物理的 な量 では相当なもの

があります。

次 に,原 子力ですが,原 子力は石炭 と共 に

供給の主力,特 に電力供給の中核だと考 えら

れます。原子力の トータルエネルギーの意味

での一番の難点は,目 下のところ,電 気 にし

かならないということと,高 度な技術的プロ

セスを含んでいることではないかと思います。

後者 に関連 してですが,原 子力を推進 して化

石燃料 をトータルとして使 はないようにする

とい うことは,あ るいは技術 と資本力 をもっ

ている先進国の責務ではないかと思います。

最後 に,自 然再生エネルギーについてです

が,こ れについては後程説明いた します。

1.3長 期の世界需給予測

以上 に述べてきたエネルギー資源量やその

供給動向を組合せて,ト ータルとしてのエネ

ルギー需給の予測 について,次 に述べたいと

思います。

需 要
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図3は,世 界エネルギー会議の想定 をベー

スにして,1980年9月 開催の同会議の席上 な

どでの議論により部分的な手直 しが加 えられ

てできた世界の長期エネルギー需給予測です。

ただ,現 在の時点で考えてみますと,こ んな

に需要が増えるかなということがありますが

1980年,20年 先の2000年 及び40年 先の2020年

の3つ の時点での需給バランスが示 されてい

ます。

この図によりますと,20年 先には,世 界 ト

ータルのエネルギー需要は現在の2倍 になり

ます。需要の部分でハ ッチングしてある部分

は発展途上国の需要分で,現 在(1980年)は

世界全体の2割 強 を占めています。20年 先に

はそれが3割5分 近 くになり,40年 後 には4

割 に近いというイメージが描 かれているわけ

です。 しかし,ト ータルの需要は,こ こに示

されている数字 を下回るのではないかと思は

れます。その理由の一つは,石 油価格の上昇

その他で,先 進国でも途上国でも経済成長が

従来の希望的予測 より下がってしま うであろ

うとい うことです。その第二の理由は,先 進

国での省エネルギーが,目 論見あるいは予測
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といった方がよいのかも知れませんが,そ れ

を上回って進展 しているよ うです。 この二っ

の要素が組み合って;20年 先2倍,40年 先3

倍 とい うペースでエネルギー需要が伸びるか

否かについては疑問がもたれているというの

が現状ではないかと思 われます。

以上の需要に対応する一次エネルギーの供

給量が図3の 需要の下 に同様 に棒 グラフで示

されています。この図で現在(1980年)と20

年先 とを比べてみますと,供 給の増分,つ ま

り真中の欄の数字から左欄の数字 を差引いた

値が増分となりますが,そ の増分は次の三つ

のエネルギー源に依存 していることが分 りま

す。その一つは天然ガスの増産,こ れは増産

限界 に近づ く増産かと思 われます。その二は

石炭の増産,そ してその三が原子力の増加で,

この三つでほぼ9割 方の供給増 を賄 う形 にな

っています。 日本でも同様 なことがイメージ

に描かれています。 そして,今 後の40年 問で

考 えますと,天 然ガスが主要追加供給源の候

補から落 ちて,石 炭 と原子力が供給の主体 に

なり,希 望 としては原子力がよ り一層大 きな

比重 を占めるとい う予測 がされているわけで

す。

さきほど前節で一寸ふれましたが,石油価格

の上昇が経済成長 なり省エネルギーの進展 な

りに影響 を及ぼします。 しかし,そ うはいい

なが らも,現 在,発 展途上国の大多数の人々,

いわば世界の人口の半分 ぐらいの人が貧乏で

成長 を期待 し,必 要 としています。また,先

進国も含めて安定 した社会を維持するために

は,あ る程度の経済成長が必要 であるという

成長指向の考 えが世界的にもかなり強 くあり,

このような需要 となっているわけです。この

よ うな経済成長 に応 えるようにエネルギーを

供給せねばならないとなると,そ の主体は原

子力と石炭であるとい うことは,数 字に若干

の相異はあれ,傾 向 としては,世 界全体 も,

わが国 も同 じようにそうなっています。

次に,環 境問題につ いてふれてみたいと思

います。その一つは,ど こかで化石燃料 を燃

したときに,そ の周辺 にどうい う影響がある

か,と いった局地的 な問題です。いろいろ問

題があるわけですが,わ れわれのこれまでの

検討結果では,技 術的 には解決可能な範囲 に

入っているのではないかとい う感じがします。

問題のその二は,国 際的なバ ランスの問題

です。例示的に二つ あげます と,そ のうちの

一つは,環 境についての考 え方で,環 境 に与

えるインパク トがゼロでなければいけないと

い う感覚と,コ ス トとベネフィッ トとの比較

であるという感覚 と二通 りあるかと思います。

このように考え方を二通りに区分けします と,

日本の国内での議論は前者に近 い感 じがいた

します。一方,IEA(国 際エネルギー機関)

等の会合では,む しろ後者の考え方,環 境 と

成長とをどう選択するか,あ るいは調和 させ

るかという感覚が日本 よりも強いように思は

れます。実は,私 もはっきり分っているわけ

ではありませんが,こ の基本的な考 え方のど

ちらに重点 をおくかにより,今 後の環境問題

への対処 が変っていくものと思はれます。国

際的なバランスの問題 の うちその二は,生 産

国と輸入国 との間のバランスの問題です。さ

きほど石炭の輸出国は先進国になろ うと申 し

ました。 日本の国内で石炭 を焚 けば,当然,

いろいろな意味での環境対策が必要 になりま

す。一説によれば,発 電の場合ですが,石 炭

1ト ンを燃やすのに30～40ド ル,つ まり1万

円程度の環境対策費がかかるといわれていま
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す。一方,石 炭 を供給予測に示 されるよ うに

大量 に使 うとなれば,山 元,つ まり生産国の

環境対策も相当にやらねばならないことにな

りましょう。例 えば,石 炭 を堀れば地面が陥

没 しますからその復元の処置が必要になりま

す。そういったバ ランスの議論がこれから起

って くる可能性があると思います。

2.わ が国の先行 きと新エネルギー

現 在 の と こ ろ,一 次 エ ネ ル ギ ー の 供 給 源 と

な っ て い な い が,そ の候 補 に あ げ られ て い る

もの の 今 後 につ い て,ふ れ て み た い と思 い ま

す 。

2.1長 期の需給予測

一 昨 昭 和54年 に 国 ベ ー ス の エ ネ ル ギ ー 需 給

暫 定 見 通 しが設 定 さ れ ま した が,こ れ に私 の

考 えで2000年 の予 測 値 を追 加 した もの が,図

4で す 。 記 載 され て い る数 字 は と も か く と し

て,傾 向 をみ て下 さ い。 図 の 一 番 下 の輸 入 石

油 は,一 寸 増 え るが,そ の先 は 減 っ て い くと

い うこ とで,輸 入 石 油 が増 え る と い う期 待 は

で き な い とい うこ と を示 して い ま す。 ま た,

需 要

国 産

原 子 力

輸 入 炭

LNG

新燃料油
新エネルギー

輸 入 石 油

1980年

}
」425

=コ39

コ23(16)

158(73)

コ25(17)

『

1

1 280

図4

需 要

国 産

原 子 力

輸 入 炭

LNG

新燃料油
新エネルギー

輸 入 石 油

今後の供給量の増分は原子力と輸入炭 にかな

りなウェイ トをおいていることが棒 グラフの

伸びで示されています。それと同時 に,新 燃

料油,新 エネルギー一これらは現時点では供

給力ゼロのものですが一に相当なウェイトを

期待 しなければつ じつまがあわないというこ

とも示 しています。つ じつ まがあわないとい

いましたが,社 会の安定的発展のためには経

済成長が必要であるという考え方にたって,

省エネルギーに努力 しながらも,ト ータルエ

ネルギーの需要が20年 先の2000年 までに現在

の約2倍 に増 える必要があろうとしている点

に,そ のつ じつま合せのもとがあります。

この長期需要予測 にいくっかの問題点があ

ります。ここでは一次エネルギーのバ ランス

を示 していますが,実 際 にエネルギーを使用

するときには,ご 承知のよ うに原油 をそのま

ま使用するわけでなく,石 油製品ない しは電

気 あるいは都市ガスといった形で使用します。

従来のエネルギーバランスは,い ずれも一次

エネルギーの数合 わせになっていますが,二

次エネルギーまでの整合性が必ず とれている

か否かの問題が裏 にかくれて,よ く分 らない

1990年

1
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700
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(45)
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1

1

1
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1
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わ が 国 の長 期 需 給 予 測(石 油 換 算 百 万ke)

暫定見通 しベース,2000年 まで延長

2000年
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わけです。私 どもの研究所はこの二次エネル

ギーの動向ないし二次エネルギーの数合 わせ

とい うあたりに将来のエネルギー問題 を考え

る種子が転がっているのではないかという問

題意識をもち,あ る程度アプローチしてみま

した。

原油 を精製 してえられる製品の うち,発 電

用に燃や している重質の部分は原子力なり石

炭 なりにおき変 えられます。例 えば,鉄 鋼業

の石炭転換 というのは,石 炭から重油 に切替

えたものをまた石炭に戻すということです し

セメント業でも同様なことであります。そう

い うことからすると燃料油でも特 に軽質油の

方がより一層需給がタイ トになりそうで,そ

こにどんなものが投入できるだろうか,と い

うことが問題意識 として生 じてきます。また,

同時に,重 質油の分解精製が今後の課題であ

るとか,時 と場合によっては消費地精製主義

が崩れて製品輸入 とい うこともありうるかも

しれないとか,需 要サイ ドでも燃料転換なり

プロセス変換 なりをしていかなければならな

いといったことが,エ ネルギー需給の数字合

わせにアプローチ してみてえられました。

発電とか製鉄,セ メントといった,上 にあ

げた例 は,比 較的石油から石炭への転換がむ

つかしくない方だと思われますが,そ れでも

担当の方々にきくとそれなりに大変なようです。

したがって,そ れ以外の産業 ともなれば,一

層大変なことと思はれます。石油 から代替エ

ネルギーへの切替えがどこまで進め られるか

という問題 を解 くカギの一つは,二 次エネル

ギーレベルないし需要サイ ドのレベルで考 え

て,そ こでのつ じつま合 わせにあるのではな

いかと思 うわけです。

2.2各 種の新 ・代替エネルギー

現在,供 給力としてはゼロのものに,今 後

10年,20年 先にどの程度の ものを期待 してよ

いかを,楽 観的にみた場合 と,非 観的にみた

場合と,つ まり期待値の上限 と下限 とを棒 グ

ラフで示 したのが図5で す。

新燃料 とか,新 エネルギーというのは,い

ろいろ字義 がありますが,む しろ,図 中に石

炭液化油,石 炭ガス化製品,… … とあげてあ

●

石炭液化油(直 接 ・間接)

石炭ガス化製品

非 在 来 石 油

ア ルコ ー ル燃 料

太陽熱(熱 利 用,光 発電)

その他 自然 ・再生 ・回収
エ ネルギー

上 記 の 合 計

図5

1990年
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300～700

200

500～3,100

2000年
↑ ↑

下限 上限
ρ

・=・=:=11

1700～6
,400

[140～400

=:::=11

lgOO～6
,300

柵1攣
1,300～5,300

♪:=・1塵600～2,500

璽口300～500

言

13
,800～21,400

新燃料油,新 エネルギーの供給予想
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るものが,そ れにあたると考 えて下さい。

石炭は代替エネルギーの本命であるといい

ましたが,固 体では非常に使用 しにくいので

液化とかガス化の技術開発が進め られていま

す。石炭液化油,石 炭ガス化製品の1990年 の

供給予想の下限はゼロとなっています。技術

開発 と資源開発,イ ンフラス トラクチャー等

の整備にはかな りの リー ドタイムを要します。

また,海外資源 を本当に入手できるのかとか,

石油価格 との比較 などの要因との絡みで,10

年先になっても供給量ゼロということも考 え

られるとい うわけです。20年先 になりますと,

タイムスパ ンが長 くなるので,リ ー ドタイム

の問題はな くなりそうです。そうなるとあと

考えられる問題 は経済性と,資 源の入手可能

性です。そして,い ずれ海外立地が中心にな

ろうかと思いますので,共 同事業的なものに

なり,日 本側の事業主体は誰になるのだろ う

か。 また,そ の人たちが10年,15年 というリ

ー ドタイムがある前提で将来のあいまいな予

測情報 に基づ く意思決定を今 日現在す るだろ

うかというようない くつかの間題 をふまえて,

石炭液化について悲観的にみれば,20年 先で

1千 万ke相 当まで到達 しないかも知れないと

い うことで図の下限値 が示 されているわけで

す。石炭ガス化では,石 炭 を日本にもって き

てガス化す るしか仕方ないわけですから,そ

れを前提に悲観的な数字がでているわけです。

次に非在来石油というのは,先 程申 しあげ

たオイルシェール,オ イルサン ドで,日 本へ

もってくる先は,カ ナダ,ベ ネズエラやオー

ス トラリアでしょう。オイルサ ンドでは,カ

ナダのアスバスカあるいはベネズエラのオリ

ノコ地域,オ イルシェールではオース トラリ

ア南部のコン ドル地域でプロジェク ト化の動

きがあるようです。その他の地域にもありま

すが,そ ういうところで大々的なプロジェク

ト化 が進めば,図 中の白い棒,つ ま り供給の

上限がのびる可能性 があるということです。

非在来石油の下のアルコール燃料は,い ろ

いろなものの混成部隊です。現在,経 済的,

技術的に一番可能性があると思はれているの

は,天 然ガスからのメタノールですが,い く

つか問題があります。天然ガスは現在LNG

の形で輸入 されていますが,LNGに す るに

はロットがかたまっていないよ うなもの,あ

るいは品質が一寸違 うなとい うようなものを

輸出元でメタノールにしてもってこれないか

という構想があります。そして,そ の先 にな

れば,バ イオマスなり石炭な りからのメタノ

ールもあるかも知れないし,さ らにバ イオマ

スからのエタノールもあるかも知れないとい

うことです。なお,プ ロセス次第ではガソリ

ンにしていくとい う可能性 もあるかと思いま

す。この場合にも,そ うい うプロジェク トを

い くつこなすか,原 料を入手 しようとする意

志決定とか,プ ロジェク トがいつ完成するか

とい うことが絡んで くるわけです。

ところで,こ れまでに挙 げた四品目の1990

年での供給予想の楽観値 を合計 しますと,大

略2億ke石 油換算 という数字になります。プ

ロジェク トベースのものがいくつ か動 きだす

というようなエネルギー経済環境 になりまし

た とき,恐 らく現実には,例 えば,ど のプロ

セスの石炭液化 がよいとか,い やそれよりも

オイルシェールの方がよいといった経済比較

が根拠ある状態で行はれ,現 実的 な選択が行

はれるでしょう。また,そ の頃にはこれを取

扱 う事業者 も決ってお りましょうし,ユ ーザ

ーもある程度かたまっていましょう。そ うす

9
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ると現実的なある意味の精度の高い予測 と評

価 が可能となるのかと思います。

現在はそれぞれが技術開発の過程 にあって

これからパ イロットプラン トを作ろ うとか,

デモ ンス トレーションをしようとか,あ るい

は技術的 には問題ないが,経 済的な意味のフ

ィージビリテ ィスタディをしようとか,実 際

に資源入手の可能性 を調べ ようとか,そ うい

う段階ですから,必 ずしも厳密な意味での比

較はできませんが,一 応の推定 をするとこん

な幅で考えられるとい うことです。

最後 に自然 ・再生エネルギー系 についてみ

たいと思います。太陽熱 とその他 自然 ・再生

・回収エネルギーとに大別 してとりあげます。

まず,太 陽熱についての供給予想算出(楽 観

値)の 考え方は以下のとおりです。現時点で

太陽熱温水器一個人住宅の屋根の上に乗って

いるもの一 はたしか二百何十万台普及 してい

ます。10年 ぐらい経てば,こ れが3～4倍 に

なるだろう。そうすると住宅の数で割った普

及率が2割 見当となります。次 に,温 水器よ

り少 し進歩 した給湯中心の比較的小 さなソー

ラーシステムが,10年 も経てば温水器 に代 っ

てメインパー トになり,普 及 していくと予想

し,10年 先の普及率 を1割 程度 と見込みまし

た。さらに,給 湯だけではさび しいので,給

湯,暖 房 というところまで一歩進めないだろ

うか。冷房までということも考えられるわけ

ですが,冷 房は夏の期間だけで考 えますと非

常に大 きな需要ですが,ト ータルエネルギー

の量 として考 えますと,必 ず しもそれほど大

きくはありません し,設 備の投資にもかなり

な額 がかかります。そうい うわけで,冷 房は

考えずに給湯,暖 房システムが10年 先以降普

及の中心に変 っていくことを想定 して,以 上

三つの要素の トー タルで5割 ぐらいの普及率

を見込んだわけです。勿論,家 庭でこれだけ

普及すれば,事 務所 なり商店な りビルなりで

も相当な普及をしていると考 えられます。同

時に,太陽光発電 も電池あるいはそれを組みた

てたアセンブ リの価格 が,10年 か15年たつと現

在に比べ10分 の1以 下 になるだろうと見込み

何がしかの量が供給予想のなかに入っている

わけです。以上のような想定で,数 合わせ的

勘定をした楽観値が2000年 で2～3千 万ke相 当

分,つ まり現在のエネルギー総需要量の約5

%に なるというわけです。

その他の自然 ・再生 ・回収エネルギーの項

ですが,こ の中で一番大 きいのは地熱かと思

います。 しかし,地 熱は図4で 示 した政府ベ

ースの長期需給の暫定見通 しでは,国 産エネ

ルギーの中に登録 されてお り,同 図の国産の

項の中に1990年 時点で1割,2000年 時点でそ

れより一寸多目に入っているようです。 した

がって図5で は地熱を除いています。ところ

で,同 図にみるようにこの項 は,上 限,下 限

の差 が少 く,悲 観的にみた下限値が相対的に

かなり大 きく示 されています。これは,既 に

実行ベースに入 っている,例 えばLNGの 冷

熱発電 とか,製 鉄での高炉々頂圧発電 といっ

たもの を換算 します と100万ke相 当分になっ

ているわけです。その他昔 なりの薪炭といっ

た需要(40～50万ke相 当かと思われます)も

含んでいるためですが,い ずれにしてもそれ

ほ ど大 きな量ではありません。

ところで,太 陽熱 とか,そ の他の自然 ・再

生エネルギーは主 としてローカル的なもので

す。私 どもなりに所内で議論 した結果を図5

に示 したのですが,少 し悲観的 になりす ぎた

かなとい う気がしますので,次 の図6を 入れ
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ました。昭和55年 度から56年度にかけて全国

の都道府県でローカルエネルギーの基礎調査

太 陽

地 熱

廃熱 ・廃棄物

中 ・小 水 力

バ イ オ マ ス

風 力

海 洋

合 十二=口

1

1,

1

300

300

1

1

200

]

コ

15

20

1

1

図6ロ ー カ ル エ ネ ル ギ ー

550

500

1,900

開発期待量(1990年)

23道府県集計値 ×2倍(石 油換算万kの

が行なわれておりまして,今 年の3月 にその

うちの23県 分の報告がでています。それによ

ります と,各 県 ごとの考 え方 に幅があって断

定的にいうことはで きませんが,こ れから10

年先にローカルエネルギーでどの位の供給,

消費を期待するかという目論見がでています。

それを私 どもなりに翻訳,整 理 して足 し算を

いた したものを図6に 示 しました。ただ23道

府県,土 地面積 にして日本全体の6割,人 口

の5割 のシェァですので,大 ざっぱに2倍 す

れば全国の数字 になるという乱暴な勘定をし

てお・ります。そ うすると10年先 に石油 に換算

して2,000万ke相 当のものを期待 しているとい

うことになります。これでみると図5の 中に

は地熱が入ってお りませんが,図6に 比べる

と過小評価だといえそうです。ただ,図6に

はそれぞれの地元の期待がいろいろ入ってい

て,や や背伸びをしているのかもしれません

が,図6の ような見方もあるということです。

2.3横 断的課題

エネルギー技術開発 ,企 業化 ・実用化,普

及 の促 進 と い うよ うな こ とで い ろ い ろ問 題 に

な る うち の一 つ が,ど れ だ け お金 が か か る の

か,エ ネ ル ギ ー投 資 は 膨 大 だ か ら とい うこ と

が あ り ます 。 そ こで,ど の程 度膨 大 な の か と

い うの を見 る た め,こ れ また か な り乱 暴 な割

り切 り を しま して 図7を つ く っ て み ま した 。

新燃料 油

{
80年 代

90年 代

自然 ・再 生
エ ネ ル ギ ー

80年 代

{ 90年 代

7十7=14

5

:::::E:1:i:i:35十15==50

12 ≒↑ ↑稼
動分 先行投資分

図7新 燃料油等導入資金量

図5の 開発導入規模(単位 兆円)

図5に 示 したよ うな新 しい種類の油,あ るい

は新 しい供給力をとにかく作 ってい くとする

と,ど れだけの開発投資がいるのだろ うかに

ついて,図5の 楽観説の方の量で勘定 したも

のが図7で す。

新 しい燃料油2億ke近 くのもの を入手する

ために80年代に10数 兆円,90年 代に50兆 円 ぐ

らいかかりそうである,そ して自然,再 生エ

ネルギー,こ れは3,000万ke相 当のものを入

手するために,80年 代 を合算 しますと,15兆

円から20兆 円ぐらいいりそ うです。いわば大

変な金額になります。ただ,私 の感覚では,

周 りから少 しおか しいのではないかといわれ

るかもしれませんが,こ の程度の金額はマク

ロ的にみれば十分投資能力があるのではない

かと思われます。現在2百 数十兆円のGNP

が1990年 にはネットベースで400兆 円 ぐらい

になる筈です。その時点での総投資比率は今

より下がるかも知れませんが,400兆 円 ぐらい

のGNPの10年 分 に比べれば十何兆円とか50
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兆円とかい う数値はそれ程大 した資金量では

ないとい う感 じがするからです。

しかし,そ れはマクロでのことで して,誰

かがやって くれれば大 したことはないのです

が,ミ クロにどうか,現 実にその開発 をする

人,そ れを導入 しあるいは使お うといって保

証す るユーザーからみますと非常に問題があ

るわけです。

まず,今 日現在必ず しも投資主体 が明確で

はありません。 それぞれのプロジェクトは10

年 とか15年 とかい う長いリー ドタイムがかか

ります。物が入って くる10年,15年 前 に投資

の意志決定をしなければなりません。何事 も

先の時点で,石 油の価格と他の代替物の価格

との対比がどうか,ユ ーザーが本当に使って

くれるのか,あ るいは引き取 ってくれるのか。

そして中には技術開発進展中の過程で商業プ

ラントに近いものへの投資の意志決定 をしな

ければならないとい うような諸々の リスクが

沢山あります。 その意味では,資 金総量の算

術 としては問題がないにしても,ミ クロに個

別のプロジェクトで考えれば大変なことで し

て,同 時に資源 をもっている相手国にもきち

んと手を打てるかというような問題 もさらに

加わっているとい うわけです。

しかし,そ ういった問題がありながらも,

恐 らく,トータルとしての数合わせが成立 ち,

能力があるとすれば,色 々なリスクをの りこ

えて,新 しいエネルギーを確保するためのフ

ロンティァにチャレンジしなければならない

と思 います。誰がチャレンジするのか,真 先

にチャレンジする人は損をする可能性 が非常

に高いのですが,そ して国がチャレンジして

その後ならとい う議論 も成立 しうるのですが,

何でもかでも国がというわけにも多分 いかな

いのではないかと感 じます。

従って,エ ネルギーの供給者の大手あるい

はユーザーの大手 またはそ ういう素材を提供

される方々が,何 らかの形で,そ れぞれ自分

の分野 から外に飛び出すかも知れない し,ま

た共同でかも知れませんが,従 来の守備範囲

を守 るということから一寸はみ出 して,い わ

ば境界的な領域 に,あ る程度の リスク負担 を

覚悟の上で乗 り出していくということを,ど

なたかがお考 えにならないと,こ ういう新 し

いものは成 り立たない。 もしかして関係の方

が誰一人 としてお』考えにならないと,そ して

新 しいものができないとします と,図5の 新

燃料油 とか新エネルギーの棒 グラフが縮 んで

ゼロになり,そ れに数合わせをす るために ト

ータル需要が縮 まなければならなくなり,そ

の分だけ多分経済成長 を下 げざるをえなくな

り,そ れに見合 って国際的なおつ き合いや国

内 的な社会資本 なり福祉 レベルの充実も引下

げよ う,と いうことになるのではないかと思

います。

恐 らくは新エネルギー源 がゼロという極端

な答ではなくて,新 しいものが伸びず,経 済

成長等々も縮少 して,数 合わせ的 にはバラン

スがとれるとい うことに結果的になるかと思

いますが,で きるだけ大きな規模でのバラン

スがとれて,も しその規模 が世界の中での日

本のポジションとして大 きす ぎれば,先 程申

しあげた極めて貧 しい生活をしている国々,

人口も非常に多いことでもありますので,'そ

ういう国々にお金なり技術 なり資本なりを持

っていってもいいわけです し,私 としてはで

きれば大 きなバランスをとる方 にいってもら

いたいと思 います。

同時 に,私 どもの研究所はある意味で新 し
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いフロンティアを探すような仕事 をしてお り

ますので,そ うい う仕事がらなるべ く拡大バ

ランスの方がいいなという感 じに私自身がな

っているのかも知れません。

おわりに

以上,こ れからの新 しいエネルギーソース,

新 しい燃料 油 な りエネルギ ー,そ れに新 し

い方法で加工 したものなどが,今 後10年,20

年先にどんなことになりそうかという予測に

ついて,ま た,そ うなりそうだという判断を

した要因等 について,ま とめてお話 ししまし

た。

初めに申し上 げましたよ うに,話 しの素材

は,私 どもの研究所でこれまでにとりあげて

きた,あ る意味では断片的ですが,資 源なり

価格なりコス トの動向,あ るいはエネルギー

モデル,1次 ・2次 エネルギーの需給,消 費

サイ ドの動向,代 替エネルギーの問題等に関

する研究過程でえられたものであり,私 個人

の意見 も入っていますが,い わば私 どもの研

究所の研究活動の一一部の紹介になっておりま

す。何かのときに,評 議員の皆様方のご参考

にしていただければ,大 変幸せ に思 います。

一 質疑応答

間:エ ネルギーの中で化石資源はエネルギ

ーとして使 うばかりでなく,化 学原料 として

使 う比率が相当高いですね。その数字 も含め

ての需給バランスで しょうか。

答:こ の資料の中には化学原料の分 も数の

中に入れています。現在の日本では石油製品

の1割 足らず位が化学原料で,世 界全体では,

一寸はっきりしませんが,日 本の5倍 か10倍

位かと思います。

間:そ うす ると2次 燃料の消費の構造的変

化 によって,エ ネルギー ・バランスへ影響が

あると考えなくていいので しょうか。

答:日 本の中での化学原料の比重は6～7%

かと思いますので,一 次エネルギー ・バラン

スの数合わせでは,あ ま り気にしなくていい

のかと思います。

ただ,こ こには示 していませんが,二 次エ

ネルギー ・バ ランスとして石油製品それぞれ

を誰と誰が分け合 うのだろうかという点にな

ります と,非 常に問題があるかと思います。

化学製品の原料 なので,そ の分は最優先にす

べ きだ という議論 が前からあり,ま た現在 も

あ るわけですが,そ のとき競争相手が誰かと

いうことで答がずい分変 ってくるかと思いま

す。

例 えば,ナ フサを電力会社 と化学会社が取

り合いをすれば,も う極めて自然 に化学会社

に軍配が上がると思いますが,例 示 が適切か

どうかは別 にして,ガ ソリンとナフサの間で

取 り合いがおこり,今 マイカーは自粛 しょう

ということではありますが,一 般の人達がマ

イカーこそ必需品,最 優先 といい出したとき,

化学会社 と一般の人々との間で油の軽い方で

の取 り合いをしたらどうなるのだろうかとい う

問題があるわけです。

このように分野 を区分 してい くと,原 料用

もウェイ トとして大 きく,バ ランス上の問題

となると思います。 こういった辺 が勉強すべ

き課題かという感 じします。

問:二 次バランスに手 を入れると,収 拾困

難 になるという話で したが,そ の辺の調査 は

どの程度進 んでいるのですか。
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答:現 在,日 本エネルギー経済研究所が2

次エネルギーまでブレーク ・ダウンし,あ る

程度ユーザーと対応 させた形のバ ランス表作

りをしており,少 し前のデー タに基づいてま

すが,1990年 表 を作っています。

そ ういうのが議論のベースとして利用 され

るようになりますと,今 いろいろご指摘 にな

ったようなことについて,も う少 し整理 した

アプローチが出来 るのかなと思っております,

問:説 明の一番最後 に提起 された部分は非

常に重要なみんなで考えなければいけない問

題だと思います。そこの前提 となる新燃料油,

新エネルギーの供給力は数合わせとい うよう

な表現でしたが,た とえば,石 炭液化油 とい

うものを考 えて,技 術的に出来 あがってきた

としても果 してコス トの点でどのような使 わ

れ方をす るのだろうかという点について,従

来の研究で何 か検討 していれば,そ の辺の予

測 がどうなっているか教 えて下 さい。

答:私 どもが図5で 画いたような議論をし

ているのと同時並行 して,日 本エネルギー経

済研究所でコス ト面ではもう少 し詳 しい議論

をされています。同研究所 と当研究所 とはお

互いにある程度相互乗 り入れをしてますので,

その議論 も含めて感覚的 に申 し上げます と,

「10年先で必ず引 き合 うのはどれか」 という

ご質問だとすると,「 どうも困 りま したね」

とい うようなお答 えになって します。

それでは10年 先のことだから,2割,3割

いや5割 ぐらいまでは誤差だとい うように考

えたときにどうかといいます と,石 炭の液化

ならば技術的な面 も含めてどちらかといえば

直i接液化 よりも間i接液化の方かな,そ れなら

ば品質の点でも少 し適合 しやすいかな。そし

てオイルシェールやオイルサ ンドも候補 にな

る。それから天然ガスベースの燃料油,メ タ

ノール,こ ういったものが市場 に出てくる,

というような感 じの議論 がされています。

ただ,油 の価格がどれだけ上 るのか,一 般

物価 に比べて年率2～3%な のか,も っとな

のか,石 油にスライ ドして石炭の価格が上 る

のかどうか,そ の石炭も普通の石炭に比べて

褐炭なら上がり方が少ないのではないか,と

い うようにいろいろ幅がありまして,一 概 に

は言えないのですが,こ うい う勉強はどちら

かといえば日本エネルギー経済研究所でされ

ています。

私 どもの想定は10年 先では疑問符がついて

もそのもう少 し先 になればバランスポイン ト

にくるかもしれない,も し需要の伸びが強け

ればその分だけ油に対する需要がふえ,そ れ

は油の価格 を相対的に上昇 させる,そ して一

方で石炭についてはある程度 の先行投資をし

て,油 のよ うな寡占的な市場構成 にならない

ような先行的手段 をとれば,と いうような色

々な条件 を考えての想定 をしたものでありま

す。

新燃料油の品質の点でも色 々問題はあるよ

うです。 しかし,当 研究所のスタッフと議論

をしていますと,問 題はあるけれども,そ れ

ぞれのプロセスが,需 要のある部分には十分

使 えるよ うになるとい うことのよ うです。

(た け だ こ う)
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デー タベ ー ス に関 す る米 国 の現状 をか い まみ る

班 目 春 樹

}

}

◎
はじめに

エネルギー総合工学研究所ではエネルギー

技術開発 におけるデータの重要性 を認識 し,

その活動の1つ の柱 どして 「エネルギー技術

データベース体系化法の開発研究」 を実施 し

ている。わかりにくい研究題 目となっている

が,内 容はエネルギー技術 データの収集 ・整

備 と,集 め られたデータを多 くの研究者 ・技

術者 に手軽に使っていただくにはどのよ うな

システムを作ったらいいかの模索の二つ に分

かれる。必要なときにいろいろな目的で引出

せ るように計算機の中に然るべ き形でファイ

ルされたデータをデータベースと呼ぶが,こ

の研究の究極の目標は各種のエネルギー技術

データのデータベース化である。これは口で

言 うのは簡単だが実行するとなるとなまやさ

しいことではない。 まず技術データといって

も多種多様 なものがある。材料の物性値のよ

うなデータは二度 ファイルしておけば長期 に

渉って使 うことができるので,そ れ故高度 な

加工をしていろいろな利用者の使用目的 にか

な うようにしておいても引合 う。この場合,

データベースと名乗る以上データとして入力

される数値の意味 を計算機 が認識 し利用者の

目的 に合わせて編集 したものを出力す るとこ

うまで要求されるであろう。一方,エ ネルギ

ー技術開発 が今,ど んなところで どんな規模

でどのよ うに計画 されているかといった開発

スケジュールだとか開発項目などの情報 も一

種の技術データである。これらは毎年のよう

に改訂 されるものであり,い かに最新の情報

を提供で きるかがデータベースの性能 を左右

するポイン トである。

エネルギー総合工学研究所では実のない議

論 を避 けるべ く,デ ータの入れ物 をどのよう

なものにするかの検討 に先行 させてデータの

収集 ・整備 を行ってきた。すなわち,実際 にデ

ータを集めてみて,ど のよ うなデータがどの

程度そろっていれば有効に利用で きるものな

のか,ま た,本当に集め られるものなのか,さ

らにはそれらのデータのファイル法 としては

どのようなものが最適 なのかについて検討 し

てみたわけである。 データの収集は当面の目

標 をデータハ ンドブックの編集におき,材 料

技術,機 械技術,石 炭技術等の分科会 に実際

の作業をお願いして,既 にその目標は達成 さ

れっっある。しかしながら,データが集 まりだ

すと同時に,予 想 どおりその保存 をどうする

かが切実な問題 となってきた。 「こんなデー

タもある。こんなデータも……」 と持寄 られ

たデータの うち,ハ ン ドブックに収めること

γ
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がで きるのは1割 そこそこで,残 りは分科会

で紹介 された後研究所内のキャビネッ トにし

まい込 まれ,今 からでは望むもの を見つける

のも困難 な状況である。そろそろハ ン ドブッ

クより収容能力が大 きい入れ物の議論 を真剣

にはじめる必要 がある。しかし,コス トや人手

のことまで考慮す るとなかなかデータベース

の本格的構築に踏みきれず,悩 んでいるのが

現状である。大量のデータをさばく方法 とし

て どんなものが考 えられるかを主題 として調

査を行った結果が以下の内容である。

1.SDC社 を訪 れ て

あらゆる意味でデータベースの取扱いに関

し,日本は欧米と比べて10年 近 く遅れていると

いうのが一般的認識であろう。欧米のデータ

ベースの現状 を眺めて くれば,エネルギー総合

工学研究所でデータベースを作 る際にもいろ

いろ参考になるのではないかというので,昨

秋米国へ出張 した。米国でのデータベースは

産業として既に分業体制が確立 している。デ

ータはデータの収集 ・整理 をするものからそ

れを計算機が読みとれる形への変換,す なわ

ち,磁 気 媒 体 化 す る もの へ,さ ら にデ ー タ を計

算機 に乗 せ て利 用 者 ヘ サ ー ビ ス をす る会 社 へ

と手 渡 され,最 後 に利 用 者 の 手 許 へ 電 話 回 線

を通 じ て届 く。 図1の 利 用 者 の 窓 口 と な る

会 社 「Vendor」 は よ り多 くの利 用 者 の契 約 を

獲 得 す べ く努 力 して い る わ け で あ る が,そ れ

に は 豊 富 な デ ー タ を提 供 で き る こ とが 必 要

で,そ の た め デ ー タ ベ ー ス の 製 作 ・提 供 者

「Supplier」 を求 め て い る。 現 在 米 国 で は

LockheedInformationSystems社,SDC

SearchService社,BibliographicRetrieval

Service社 が 三 大 ネ ッ トワ ー ク と呼 ば れて お

り,Vendorと して そ れ ぞ れ その 独 占サ ー ビ

ス デ ー タ数 を きそ っ て い る状 態 で あ る。 も ち

ろ ん,NTISな ど有 名 な デ ー タベ ー ス は ど

の ネ ッ トワ ー ク で も利 用 で き る よ うに な っ て

お』り,ま た この3社 以外 に も多 くのVendorが

活動 して い る。 デ ー タベ ー ス と して は文 献 リ

ス トが主 体 の文 献 デ ー タベ ー ス だ け で な く,

直接 数 値 を 引 出 せ る フ ァ ク トデ ー タ ベ ー ス も

扱 われ て い る。 この 三 社 と 日本 との 係 わ り合

いで あ る が,Lockheed社 は 丸 善 と紀 伊 国屋

書 店 が代 理 店 をっ とめ て お り,SDC社 は 日

本SDCが 窓 口 で あ る。 最 近BRS社 も代 理
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デ ー タ

ソー ス
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編集 された

デー タ

磁 気媒体化
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収集 ・整理 磁気媒体化 磁気 テープ

の引渡 し

オ ンラ イ ン'

に よ る提 供

図1
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デ ー タ ベ ー ス の オ ン ラ イ ンサ ー ビス に お け るデ ー タ の流 れ
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店 契 約 で 日本 上 陸 を果 して い る。した が っ て,

デ ー タベ ー スの 中 身 を知 り た い な ら,な に も

米 国 ま で で か け る必 要 は な い わ け で,日 本 で

端 末 をた た けば 直 接 米 国 の 計 算 機 か ら デ ー タ

ベ ー ス を引 出 して利 用 で き る よ う に な っ て い

る。 た だ 現 在 の と ころ情 報 の流 れ は 米 国 か ら

日本 へ の一 方 通 行 で,日 本 で 作 られ た デ ー タ

ベ ー ス が 海 外 で 利 用 され て い る例 は 非 常 に少

な い 。 デ ー タベ ー ス の流 通 の よ うす を知 る な

らや は り米 国 のVendorを 訪 ね,い ろ い ろ 教

えて もら うのが一 番 では ない か と考 え,Vendor

の 大 手 の 一 つ,SDCSearchService社 を

訪 ね て きた 。SDC社 が提 供 して い る の はO

RBITと い う シス テ ムで あ る 。 その 詳 細 に

つ い て は む しろ 日本SDC社 へ 直i接問 合 わ せ

て い た だ け れ ば幸 で あ る。

SDC社 は ロサ ンゼ ルス の 近 くサ ン タモ ニ

カ に あ る。 こ こ のAsianMarketing一 担 当 の

Dr.E.A.Ashtonと 物 理 ・エ ネ ル ギ ー デ ー

タ ベ ー ス マ ネ ー ジ ャーMs.K.E.Shentonが

応 接 して くれ た。 二 人 と も若 い 女性 で あ る。

エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 の デ ー タベ ー ス 作

成 の 試 み を説 明 す る と,実 に い い 企 画 な の で

SDC社 と して もで き る か ぎ り協 力 した い。

ま た デ ー タベ ー ス が作 成 さ れ た ら是 非SDC

の ネ ッ トワ ー ク にの せ て 欲 しい と い う調 子 の

応 答 が返 っ て きて,こ ち ら も つ りこ ま れ 話 合

っ て い る間 は デ ー タベ 点 ス作 成 の 困 難 さ をつ

い忘 れ る ほ どで あ っ た 。 こ れ は お そ ら く,既

に デ ー タベ ー ス仲 介 業 が立 派 に商 売 と して 成

立 っ て い る と こ ろ に い る こ と と,今 後 それ が

ま す ます 発 展 す る と い う彼 らの確 信 とか ら く

る もの で あ ろ う。 二 人 と も 日本 に来 た こ と が

あ る そ うで,日 本 語 の 計 算 機 で の 扱 い に くさ

な ど も よ く認 識 して い た。 ロ ー マ 字 を用 い た

検 索 シス テ ム が不 評 な こ と も よ く御 存 知 で,

も し英 語 に よ る 日本 の エ ネ ル ギ ー 技 術 開発 の

デ ー タベ ー ス がで き る な ら,そ れ に よ り世 界

中 に マ ー ケ ッ トが広 が り,作 成 の 手 間 を考 え

て もか え って 引 合 うの で は な い か な ど とい っ

て い た 。

さて,ま ず エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 で編

集 した デ ー タハ ン ドブ ック を見 せ な が ら,現

在 そ れ を一 歩 進 め て 計 算 機 ネ ッ トワ ー ク シス

テ ム を用 いた オ ン ラ イ ンサ ー ビス を行 うこ と

を検 討 して い る の だ が,ど の よ うに した ら う

ま くい くの か一 般 的 な注 意 を して ほ しい と き

りだ した と こ ろ,さ っ そ く手 渡 さ れ た の がS

DC社 とSupplierと の契 約 書 の用紙で あった。

い さ さか あ わ て て,将 来 的 には デ ー タ を磁 気

媒 体 化 した い の だ が 今 は ま だ デ ー タハ ン ドブ

ッ クの編 集 の 段 階 に と どま っ て い る の で,S

DC社 との 契 約 うん ぬ ん は先 の 話 とな る旨 説

明 す る と,も ちろ ん そ れ は承 知 の 上 で これ が

デ ー タベ ー ス の現 状 理 解 の い い参 考 資料 に も

な るか ら と い う。SDC社 は この 契 約 書 に基

づ い てSupplierが 開発 した デ ー タベ ー ス を世

界 中 か ら オ ンラ イ ンで 使 え る よ うに す るの が

仕 事 で,い わ ばSupplierの 販 売部 門 を代 行 し

て い る。 そ して デ ー タベ ー ス の 使 用 料 は 利 用

者 か らSDC社 を通 してSupplierに 支 払 わ れ

るの が 普 通 の 形 態 だ と の こ とで あ る。 契 約 書

には使 用 料 の こ との他,デ ー タベ ー ス の フ ォ

ー マ ッ トに不 備 が発 見 され た と きはSupplier

は 直 ち に修 正 し な け れ ば な ら な い こ と,デ ー

タベ ー ス の マ ニ ュ ア ル はSupplierの 協 力 の

も と にSDC社 が作 成 す る こ と,SDC社 と

Supplierは そ れ ぞ れ の デ ー タ ベ ー ス の 宣 伝

につ と め な け れ ば な らな い こ と等 々,細 か な

記 載 が して あ っ た 。 私 が気 に して い た デ ー タ
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の 著 作 権 の こ と に 関 し て も一 項 目 あ っ て,

Supplierは 著 作権 の こ とでSDC社 や その 利

用 者 が訴 え られ る こ との な い よ う,第 三 者 の

デ ー タ を用 い て い る と きは然 るべ き許 可 を得

て お くこ と とな っ て いた 。 一 方 で は デ ー タベ

ー ス は あ くま でSupplierの 財 産 で あ り
,SD

C社 は そ の 内容 が そ っ く り盗 まれ な い よ う努

力 し な け れ ば な ら な い こ と も明 記 されてい た 。

どの 程 度 ま と ま っ た デ ー タベ ー ス な らSD

C社 の ネ ッ トワ ー ク にの せ て も ら え る の か と

い うふ うに も きい て み た が,こ れ は い さ さ か

愚 問 だ っ た よ うで,ど ん な もの で も結 構 で す

とい わ れ て しま っ た 。 既 にハ ン ドブ ッ クの編

集 が 進 ん で お り,そ の デ ー タ シー トに は 英 語

の キ ー ワ ー ドが ふ られ て い るの な ら,む しろ

そ の 作 業 を重 点 的 に進 め て,こ ん な デ ー タ シ

ー トが あ り ます よ と い う情 報 を ネ ッ トワー ク

に乗 せ る の も有 力 な方 法 だ と提 案 され た 。 利

用 者 は そ れ を見 てSupplierの ところ ヘ デ ー タ

シー トの請 求 を し,Supplierは シー トの 郵 送

をす る とい うシス テ ムで あ る。 ち っ と も オ ン

ラ イ ンの利 点 が 生 か されず,SDC社 の シ ス

テ ム を宣 伝 媒 体 と して だ け使 うみ た い で,あ

ま り得 に な ら ない 方 法 の よ う な気 が した が,

SDC社 の シス テ ム に の っ て い る デ ー タベ ー

ス の 中 に は その よ うな もの もた く さん あ る と

の こ と で あ っ た 。 も し表 中 の単 語 を す べ て 英

語 で 統 一 で き る な ら,表 だ け で も磁 気 媒 体 化

す る の が次 の ス テ ップ で あ る と い う。英 訳 は

と も か く計 算機 入 力,す な わ ち,カ ー ドパ ン

チ 等 を して も ら うの に コ ス トが か か るの で 考

え て い るの だ と い う と,日 本 国 内 で は な く シ

ン ガ ポ ー ル あた りへ 頼 む の が うま い 手 で,業

者 の 紹 介 もで き る と提 案 され た。 表 の フ ォー

マ ッ トも一 行80字 と い う制 約 だ け守 っ て い れ

ばいいので,あ ま り堅苦 しく考えな くてもい

いではないかと言 う。こんな例 もありますよ

といってその場で端末 をたたいて表が出力 さ

れる例 を見せてくれた。例 えば,図2の よう

な情報を計算機に入力 しておき,必要なとき引

出すわけである。図2は エネルギー技術データ

ハ ンドブックの任意の1ペ ージを計算機に入力

できる形にしたもので,た しかにこの程度の

ことはす ぐできそ うである。ただ作成のコス

トとどれだけ利用 され るかを考えて引合 うか

どうか,実 は私 もその後迷 っているので,こ

の機会 に読者の皆様の御意見をおきかせ願え

れば幸である。なお,エ ネルギー技術データ

ハ ン ドブックの中には数値だとか文章 にで き

ない図形データ,例 えば装置の図面 などがた

くさんある。 このようなもののオンラインサ

ービスが将来可能となる見込みについては
,

しば らく考 えた後で,実 はSDC社 もそうい

うシステムを1983年 ごろまでを目標 に開発中

であるとだけ言っていた。

以上はこちらで開発 したデータベースを使

用料さえ払 えばだれにでも利用 させるとい う

ことを前提 とした話であったが,限 られたメ

ンバーにだけ使わせるとい う場合 も考えられ

るで しょうといって,次 に見せ られたのがも

う一通の契約書用紙であった。これはプライ

ベー トファイルサー ビス用のもので,一 ・般的

には公開しないデータベースの場合はこちら

になりますとい う。社内だけで使 うようなフ

ァイルをSDC社 の計算機 に書込んでオ ンラ

インで引出すとい うこともごく常識的に行わ

れているよ うである。エネルギー技術データ

ベースに適用するなら,そ れを開発 したメン

バー及びそのメンバーが認 めた人々だけに利

用させ るとい うシステムになる。 この場合は
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計算機 ネッ トワークの使用料 をエネルギー総

合工学研究所がSDC社 に支払 う必要がある。

契約書 にはその料金等 が細 かく記載 されてい

た・オフィスのオー トメイら 書卿 撒 とか ・

らんで,こ のような使い方も増 えるのかもレ,

れない。なお,一 般 に利用 させるときも利用

者 をある程度限 るこどはで きるという話から,

米国エネルギー省の予算で作つたデ㌫タベー

スにも外国からのアクセスゑ禁 じでいるもの

とそうでないものと両方あり.そ れがなぜな

のかは彼 らにもわからないとい う話になった。

データベースを作 る場合,だ れに使わせるの

かはいろいろ難 しい問題のよ うである。

最後 に,エ ネルギー総合工学研究所でデー

タベースを作成するにあたって参考 となりそ

うなデータベースをいぐつ か教えてもらった。

POWERな どSDC社 のパ ンフレットに載っ

ていないものもあり,そ れについてはデータ

ベースは更新が激 しいのでパ ンフレットの芳1

が追 いつかない状態なのだといいわけをして

いた。

話をしているうちに私自身なんとな ぐデー,

タベースの作成も易 しいんじゃないかという

気 になったが,そ の後日本に帰 うてきてデー

タの磁気媒体化は今のところ手?か ずである9

米国にいるときは非常に易 しぞうに見 えたこ

とがなぜかこちらでは錐 しい'と感 じるめは,

言葉 の問題 とタイプライターを使 う習慣の差

などかな,な どとこの文 を書 きながら考えて'・

いるところである。

2.EPRlと スタンフォー ド大学で

SDC社 訪問の件が長 くなったが,つ ぎに

EPRI(米 国電力研究所)と スタンフォー

ド大 学 を訪 問 して きた 。EPRIは 御 存 知 の

よ うに大 学 や メ マ カ 〒 な ど にエ ネ ル ギ ー に関

係 す るた くさ ん の研 究 を や らせ て い る機 関 で

,t'あ るカ㍉EPRI-RDIS(Researchand

pevelopmentInformationSystem)と い う

デ ー タベ ー ス を持 っぞ い る。 こ れ はEPRI

の 管理 す る全 プ ロ ギ ェ ク トの タ イ トル と,実

際 に研 究 を実 施 して い る機 関 名,10行 ほ どの

研 究 内 容 ア ブ ズ トラ ク ト等 々 が は い っ て い る

もの で,キ ー=ワご ドで検 索 す る と と が で き る。

その内寄 を印刷 レたものがこれですといって,

細 かい活字で二分冊,全1356ペ ージの分厚い

冊子 を手渡された。研究実施機関に書かせた

これらの事項 を次々に計算機 に入れていった

もので,非 常に便利 なデータベースだといっ

,丁い拳。奉だこれは英語ρように計算機入力

しや す い言 語 だ と,いい が,コ ス トパ フ ォー マ ・

ンス を考 える と 日本 語 で こ うい っ た もの を作

.・るの は 錐 しい な と い う印象 を特 っ た 。

そ こで 話 を して い る う ち に,図 表 な ど を含

む 大 量 の デ ー」ダ の 管 理 に興 味 が あ るの な ら と

駐 うこ、とで紹 介 さ れ た の が,EPRI内 のN

SAC(NuclearSafetyAnalysisCenter)

・InformatiohCenterの 責 任 者 で 大 変 や さ しい

年 配 の 女 性 のJ.'Fisherさ ん で あ る。NSA

'℃'で1まE孕RI自 身

の レポ ー トの他ERDA

やNRC等 々世 界 中 か ら数 多 くの レポ ー ト類

を入 手 す るが,そ れ の管 理 に計 算 機 とマ イ ク

・ ロ フ ィル ム を組 合 わ せ た シ ス テ ム を使 っ て い

るの で,参 考 に な る で し ょ う とい う。Fisher

さ ん は デ ー タの流 れ を図(図3)に か い て説

明 して くれ た後,そ の仕 事 を して い る ス タ ッ

フ を一 人 一 人紹 介 して くれ た。 レポ ー トを入

手 す る と まず 一 人 が そ れ を登 録 す る か ど うか

の 判 断 や ら内 容 に基 づ く分 類 な ど を行 う。 次
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データ登録部 データ検索部

レポ ー ト

原 血

図3

C ,RT端 末

マ イ クロ フ ィル

ム ビュ ー アー

計算機 とマイクロフィルムを組合せたデータ処理 システム

に キ ー ワー ド類 を選 ぶ 人 の と こ ろ を経 て,コ

ー デ ィ ン グ シ ー トに書 込 ま れ た タ イ トル
,著

者,発 行 年,キ ー ワー ド等 々 が 計 算 機 に打 込

ま れ る。 同 時 に レポ ー トが そ の場 で マ イ ク ロ

フ ィル ム化 され,こ れ で 登 録 が 完 了 す る と い

う手 順 で あ る。 わ ず か4～5人 の ス タ ッ フ で

能 率 的 に デ ー タ を処 理 して い る と い う印 象 だ

っ た 。 この シ ス テ ムの お か げ でNSACに お

い て レ ポ ー トを捜 す 際 に は簡 単 に検 索 が(噌,

また た と えそ の原 本 が借 出 され て い て もマ イ

クロ フ ィル ム は す ぐ見 れ る とい うわけで ある。

この シ ス テ ム の利 用 は あ く までNSAC内 を

想 定 して お り,シ ス テ ム には 名 前 もつ い て な

い との こ とで あ っ た 。 ハ ー ドウ ェ ァ を作 っ た

会 社 は どこ か と き い た と こ ろ,Fisherさ ん は

カ タ ロ グ を出 して きて下 さ っ た が,同 時 に そ

の会 社Zytronは 今 は も うや っ て い な い で す か

ら と注 意 して下 さ っ た。 この 計 算 機 に よ る検

索 と マ イ クロ フ ィル ム を組 合 わ せ た シ ス テ ム

は 日本 で も使 え そ うな感 じで,そ の 際 どの程

度 の 人 手 や コス トが か か る か はEPRI-N

SACの 例 が か な り参 考 に な る と思 っ た次 第

で あ る。

ス タ ンフ ォー ド大 学 で は 時 間 が 余 っ た の で

友 人 に頼 ん で 図 書 館 を案 内 して も ら っ た 。 中

央 図 書 館 や学 部 の 図 書 館,政 府 刊 行 物 の図 書

館 等,い くつ もの 図 書 館 が あ り,蔵 書 類 も立

派 だ と思 っ た が,そ れ よ り も検 索 の 計 算 機 化

が 進 ん で い るの に感 心 させ られ た 。 入 口 に は

"Sa
veValueableResearchTime"

"ComputerizeYourLiteratureSearching"

と書 か れ た デ ー タベ ー ス の 宣 伝 の ビ ラ が お い

て あ る。 ま た雑 誌 の あ り か な どは 図 書 館 の職

員 が計 算 機 も用 い て捜 して くれ る。例 えば,日 ・

本 の土 木 学 会 誌 が見 た い と い えば,そ れ は ス

タ ンフ ォー ド大 学 に は な い が カ リ フ ォ ル ニ ア

大 学 バ ー ク レ イ校 に は あ る か ら そ こ で借 り ら

れ る,と い った 答 を数 分 で 出 して くれ る。 計

算 機 の端 末 は,学 生 が 自分 で使 うこ と も,頼

ん でや っ て も ら う こ と も で き る よ うだ っ た 。

こ の辺 の事 情 は私 よ り も詳 しい 方 が た く さん

お られ る と思 うの で,こ の 程 度 の 紹 介 に と ど

め て お・きた い。

おわりに

以上,米 国に行ってデータベースの流通の

現状のほんの一部 をかいま見て きたが,い ろ

いろ得たものは多かったと思 う。計算機 をデ

ータ検索等の目的だけでなく
,デ ータの編集
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等の高等な加工 にまで用いるより理想的なデ

ータベースについては今回の調査 に含めなか

ったが,こ れも今後調べていきたい。可能 な

ところから順次手 をつけていくという方針で,

日本 におけるエネルギー技術データベースの

磁気媒体化を実施 していきたいと思っている。

皆様の御意見,御 助言を期待 して筆 をお く。

(まだ らめ はるき

学助教授)

研究嘱託,東 京大学工

◎

◎
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騨

欧米 におけ る廃 炉研 究 の動 向

西 沢 靖 雄

O

◎(

1.は じめ に

近年,我 が国のエネルギー供給 に占める原

子力の役割がますます重要 なものとなり,原

子力発電プラントの建設 ・運転が大規模 に推

進されている。これらの原子 力発電 プラント

は,い ずれ将来の時点 において運転寿命 を終

了し,廃 止 される。 この廃止の措置が廃炉で

ある。 ・

原子 力発電 の初期 においては,発 電所 を

安全,確 実に稼動 させることに技術開発の主

眼が置かれて きた。 しかし今 日のように,原

子力が次代のエネルギーの主柱の一つ と目さ

れ,将 来 においても原子力発電所が増加 し続

けると考えられる時代 にあっては,廃 炉 にか

かわる技術的,経 済的,法 的諸問題にっいて

十分 に検討することが必要であろう。

とりわけ,国 土が狭隆で,立 地問題に悩 む

我が国においては,廃 炉技術の確立は,跡 地

の再利用を現実に可能ならしめるものとして,

大 きな意義を持っている。

2.海 外調査の訪門先,調 査項 目等

当エネルギー総合工学研究所 においては,

通商産業省資源エネルギー庁の委託にもとづ

いて,昭 和54年 度より 「廃炉技術基準等確立

のための調査研究」 を進 めている。 このほど

その一環 として,昨 昭和56年11月7日 ～22日

の約2週 間にわたって,廃 炉 に関す る海外調

査 を行った。訪問先は,調 査内容 と調査機関

とを考慮 して検討 し,国 際原子力機関 をはじ

め,西 ドイツ,フ ランス,英 国並びに米国の

原子力行政機関,電 力会社,原 子力メーカー,

エ ンジニアリング会社並びに原子力施設2か

所 を含む合計約20か 所 を選定 した。

今回の調査では,当 研究所 における廃炉経

費等の試算結果をふ まえ,こ れ らに関する海

外での試算 ・評価手法,デ 臨タ,前 提条件等

を直接 に聴取 し,詳 細 な比較検討 を行 うとと

もに,廃 炉全般にわたる海外の現状 と今後の

動向について,多 角的な情報の収集 にっとめ

た。

各所の訪門に先立 ち,調 査の要目を,廃 炉

に係 る基本政策,経 費,資 金調達,法 規制,

放射能インベ ントリ,除染,解体,廃 棄物処理

処分等に分類整理 し,ま た,訪 門先 ごとの調

査の焦点を極力明確 にしてお くようつとめた。

このような準備 と関係各位の懇切なご支援 に

より,短 期間ではあるが極めて密度の高い調

査活動を行なうことができた。

訪問先および日程 を表1に 示す。調査期 間

β
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表1訪 問先および 日程

IAEA(国 際原 子 力機 関)

NIS(NuklearIngenieurService社)

KWU(KraftwerkUnion社)

VDEW(西 ドイ ツ電 気 事 業社 連 合 会)

OECD/NEA(経 済協 力開発機構/原 子力機 関)

CEA(フ ランス原子力庁)

CEGB(イ ギ リス中央電力庁)

UKAEA(イ ギ リス原子力公社)

NRC(ア メ リカ原 子 力規 制 委 員 会)

DOE(ア メ リカエ ネル ギ ー 省)

NUS(NuclearService社)

NARUC(全 国公 益 事 業規 制 委 員 会)

B&R(BurnsandRoe社)

SCS(SouthernCompanyService社)

SCE(SouthernCaliforniaEdison電 力 会 社)

BNWL(BattelleNorthwest研 究 所)

BPC(BechtelPower社)

R/1(RockwellInternational社) .

CEC(カ リ フ ォ ル ニ ァ エ ネ ル ギ ー 委 員 会)

に比べて,訪 問先の数が多いところから,適

宜班 を二つに分ける等の方法 をとった。参加

者は,秋 山守団長(東 京大学工学部原子力工

学科教援)以 下,合 計16名 であり,電力会社,

原子カメーカー,建 設会社等 より,廃 炉 問題

のエキスパー トがそれぞれ数名つつ参加した。

表2に 参加者名薄 を示す。

以下,調 査結果の概要 について述べるが,

紙面の関係上,詳 細 に記述す ることはできな

いため,ト ピックス的な記述 としてまとめた

ので,多 少断片的 な記事になったきらいがあ

る。また,本 文中の記載事項 には執筆者 自身

表2参 加者名簿(50音 順)

鮎 長)守東 京 大 学

(副団長)
神谷 美郎

東 京 電 力㈱

阿部 忠 川 崎 重 工 業㈱

大伴 尚也 鹿 島 建 設㈱

黒須 勝也 三 菱 原 子 力 工 業㈱

中島 泰一 住 友 建 設㈱

長瀬 哲夫 清 水 建 設㈱

中山 康敬 東 京 芝 浦 電 気㈱

平井 義明 関 西 電 力㈱

平島 鹿蔵 側)電 力 中 央 研 究 所

藤田 元嗣 富 士 電 機 製 造㈱

水品 知之 大 成 建 設㈱

三谷 信次 ㈱日 立 製 作 所

宗像 善樹 三 菱 重 工 業㈱

和智 信隆 日 本 原 子 力 発 電㈱

(事務局)西
沢 靖雄 ㈲エ ネルギー総合工学研究所

の見解等にもとつ く点 も含まれることをあら

かじめお断わ りしておきたい。

3.廃 炉研究の動向

3.1廃 炉方式について

廃炉の方式は大 きくは即時解体方式 と安全

貯蔵方式に分類 される。この うち安全貯蔵方

式は通常,密 閉管理 と遮蔽隔離 に分類される。

また,一 定期間安全貯蔵 した後 に解体撤去す

るというように両者を組合せた廃炉方式も考

えられている。米国やソ連のように広大な国
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土をもつ国の場合 には,解 体 を前提 とせず,

安全貯蔵のみによって廃炉 を実施する事 も場

合によっては可能である。 しかし,国 土の狭

い我が国の場合 には,跡 地を再利用す るとい

う観点から,い ずれは廃止 されたプラントを

解体撤去するとの前提 に立って廃炉方式 を選

定 してい くことが望 まれる。

以下 に,今 回の調査で明 らかになった,各

国の廃炉方式にっいての考 え方の概要を示す。

西 ドイツでは,跡 地の再利用を考 えれば,

即時解体撤去を採用することになろ うとして

いる。 しかし,一 方では廃棄物 の処分場 が確

定するまで,あ るいは放射能 が十分減衰する

までは30年 程度安全貯蔵 しておくことも考 え

てお り,現 状ではいずれの方式を採用すべ き

か決めてはいない。柔軟性 を持 たせた考え方

をしていると言えよう。

米国(NRC)は,運 転停止後すみやかに

解体す るDECON方 式が最も好 ましいと考

えている。 これは放射性物質がサイ トから撤

去 され,処 分 されることにより,公 衆 に対す

る安全性が早 く確立 されるという考え方にも

とつ くものである。 しかし,同 一一敷地内に複

数基の原子炉 を持つようなサ イトの場合には,

ある期間安全貯蔵す ることも考 えている。 こ

れは運転中の原子炉の要員がそのまま使 える

ため,コ ス ト的に有利になるか らである。

一方,フ ランスにおいては,米 国や西独 と

事情が異 り,原 子力施設がすべて国営 または

それに近いものであり,倒 産す る心配がない

ことから,す ぐに解体する必要はないと考え

ている。どのような廃炉方式 を選定するかは,

技術的,経 済的な調査検討 を行った上で,施

設の保管者(CEA,EDF1),COGEM

A2))が 決定すればよいとしている。

3.2廃 炉技術

廃炉技術は大別 して,放 射能 をもつ構造物

の安全貯蔵技術,付 着 した放射性物質を除去

する除染技術,放 射能 を持つ構造物の解体技

術および,除 染,解 体 により発生する放射1生

廃棄物の処理処分技術から構成 される。概 し

て,欧 米各国とも,こ れらの技術 については

基本的 には既存技術 ないしはその改良,組 合

せにより,廃 炉 を実施することは可能と考 え

ているが,遠 隔操作技術等,今 後の開発 を必

要 とする部分も多いとしている。

廃炉技術 に関 しては,調 査事項が多岐 ・多

方面にわたるので,こ こでは特記事項のみを

以下に列挙するにとどめる。

(1)遠 隔操作技術の開発 が廃炉 に有効 との

認識が各国とも強 い。

(2)放 射化 による放射能量は一次元計算 を

用いている。

(3)鋼 構造物の切断は既存技術で適応でき

ると考えられている。切断方法はプラズ

マアーク,酸 素バーナー,ア ーク鋸など

を考 えているが,ア ーク鋸は現場で移動

しながら使用す るには不向きとの指摘 も

あった。

(4)NRCは,R&Dは ほぼ終了 したとし

ながらも,さ らに現在以下のR&Dを 実

施中である。

@9イ ンチ厚 さの原子炉容器の切断

⑤ 残存放射能の測定技術

◎ 長半減期核種による被曝経路

(5)廃 炉を容易 にするための設計について

は,訪 問先によ り各種の異 なる考え方が

示 された。

④ 最近のプラン トでは,保 守点検,大

(注)1)フ ラ ンス電 力庁

2)CompagnieGenaraledeMatieres.CEAが100%出 資 の核燃 料会 社
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型機器の交換 などがすでに考慮 されて

いるので特別な設計変更は不要。

⑤ 除染等の作業を容易 にするため,空

間を広 くとることが必要。

◎ 解体 を容易 にするために建物 を大 き

くするよりは,配 置 を考えてコンパク

トに設計することが必要。

(6)廃 炉作業用ロボッ トについては,コス ト

アップをもたたらす等の考 えもあり,現

時点では余 り検討 されていない。

3.3廃 棄物処理処分

廃炉 に伴って発生す る大量の廃棄物 をいか

にして安全 にかつ効率よ く処分するかは,環

境 への影響,廃 炉経費等を考 える上でとくに

重要である。

放射性廃棄物の発生量 を評価する際に問題

となるのが放射性,非 放射性の区分の境界値

であり,こ の値をどこに設定す るかについて

各国 とも慎重に検討 している。

IAEAで は,廃 棄物の海洋投棄に関する

ロンドン条約からの要請 にもとづき,デ ミニ
の

ミス(Deminimis)の 考 え方 を廃 炉 につ い て

も提 案 し よ うと して い る。 こ れ は廃 棄 物 か ら

出 る放 射 線 に よ っ て人 の 受 け る被 曝量 が1m・

rem/年 以 下 で あ る もの は 放 射 性 廃 棄 物 と は み

な さな い とす る案 で あ る。1m・rem/年 は,

人 の死 亡確 率 に して1σ 急eath/年 以 下 に相 当

す る とい う事 で あ る。

西 ドイ ツ に お い て は,区 分 値 は まだ 規 制 当

局 で は決 め て い な い が,ガ イ ドうイ ン と して

1(ア5μICi/c㎡ お よ び1(ア41μlCi/gと い う数

字 が示 され て い る。

NRCは,核 燃 料 サ イ クル の 全 て の施 設 に

対 して一 つ の線 量 限 度 を設 定 す る こ と は困 難

で あ る と し な が ら も,制 限 レベ ル と して10m・

rem/年 を提 案 して い る。 ま た,NRCは こ

の 値 で あ れ ば 現 在 の技 術 で測 定 可 能 で あ り,

IAEAが 提 案 して い る1m・rem/年 は測 定

不 可 能 と考 え る との こ とで あ っ た。

一 方
,DOEは 制 限 値 に関 して は,さ らに

ゆ るや か な 考 え方 を して い る。 す な わ ち,N

RCの 提 案 で は厳 しす ぎ るの で,制 限 値 は25

～50m-rem/年 にすべ きで あ る とい っていた
。

3.4廃 炉経費について

当研究所において,昭 和55年 度に110万kw

級BWRの 即時解体 を例 にとり,廃 炉経費を

試算 した。一方,欧 米各国においても廃炉経

1費について各種の評価結果 が公表 されている。

当所の試算結果 をこれら諸外国の結果と比較

す るとかなり大 きな値であることが明白であ

った。そのため,今 回の海外調査 では,こ の

ような違 いが生 じた原因 を調べることを1つ

の重要 なテーマとした。

NRCは 廃炉経費に関 しては,他 の諸機関

に比べて低い値 を示 している。NRCの 試算

結果 は当所のそれに比べて約数分の一である。

(ただ し,米 国においても,電 力会社の評価

ではNRCと 比べるとかなり大きい評価結果

を出している)今回,NRCの 委託調査 を行 っ

たBNWLに おいて解体範囲,物量,投 入マン

パワー,人 件費単価等の諸条件 について比較

を行った。 その結果,廃 炉経費が異 なる大 き

な理由は以下の諸点 にあることが分った。

(1)BNWLは 建物解体費用 を含めていな

いo

(2)被 ば く管理値は当所では100m-rem/

日をベースとしたのに対 し,BNWLで

は主 として3rem/3か 月,と いう値 を

叢
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用いている。

(3)対 象としたモデルプラントのコンクリ

ー ト量は,日 本の方が2倍 程度 多い。

また,作 業者ひばく量 もBNWLで は当所

より低 く見積 っている。これらの理 由により

BNWLで は投入マンパワーを当所の数分の

一に見積 る結果になっており,こ れが前記 し

た差の主たる原因である。 さらに,試 算年度

の違いにもとつ く人件費単価の違 いをもあわ

せて考 えると,当 所の試算給果はほぼ妥当な

値であることが確認 された。

西 ドイツでは廃炉経費を約2億 ドイツマル

クと見積っているが,設 計の違 い,廃 棄物処

理の方法,試 算時期,解 体範囲等多 くの点で

当所 とは評価条件が異 ることが示 された。

フランスにおいては,廃 炉経費はサイ ト毎

の環境問題,土 地再利用の有無,技 術開発状

況 などによって異 り,ケ ースバ イケーズであ

るとしているが,CEAで は建設費の約20%

と推定 している。今後技術 が進 歩す ること

によって,こ の値は20年 後 には15%程 度 に下

がるのではないかと考 えている。なお,ED

Fで は廃炉費用の一部 として建設費の14%を

電力料金に入れている。

以上述べたように,今 回の海外調査では当

所で試算 した廃炉経費は米国(NRC)や 西

ドイツでの試算 に比べて大きな値 になってい

るものの,解 体範囲その他の条件の差 を考 え

れば,妥 当な値であることが明 らかになった。

しかし,経 費の試算 については今後 も引続 き

さらに詳細 につめることが必要であろう。

3.5法 規制について

現在,廃 炉に関する法規制は各国とも十分

確 立するには至っていない。また,規 制の内

容 も一般的事項にとどまっているのが現状で

ある。

その理由は,こ れまでに実施 された廃炉は

小型の研究炉が多く,法 規制や指針 を策定す

るほどには技術的な詰め演十分 になされてい

ないためである。 また,法 規制が確立 される

に至らないもう一つの理由 として,各 国とも

廃炉 を必要 とする炉が少 く,早 期 に規制 を策

定す る必要 にせ ま られていない点があげら

れる。

現状では米国がもっとも進んでおり,建 設

時点で廃炉の財源 を持つことを義務づけると

ともに,技 術的な規定も設けており,技 術の

進歩 に伴 ってこれらを改訂す るや り方 をとっ

ている。NRCはBNWLに 委託 して各種の1

ケーススタディーを行っているが,こ れらの

結果 を総合的に検討 した上で,1982年8月 頃

には法規制に反映 させたいとしている。

廃炉 に関す る法律の作 り方の問題 について

触れてみると,たとえば,OECDで は,技 術

的 に細 かい規定は作 らず,安 全確保の義務付

けをするにとどめるとい う考え方 もありうる

としている。 これは詳細な規定 を作 るにあた

っては,将 来の技術まで見通す ことが必要 と

なり,そ れが可能かどうか判断 しがたいとい

う理由によるものであろ う。 このような考 え

方をとった場合,細 部の規定は現実に廃炉 を

実施す る時期 に作ることになる。

この他,DOEで はRegulationやCriteria

は厳 し過 ぎてはならないとい う考え方 を持 っ

ている。これは規制が厳 しすぎると廃炉 コス

トを増大させることになる,等 の判断にもと

つくものであろうが,NRCと は違って,D

OEは 推進側の立場 にあることを考 えれば,

ある意味では当然 と言 うことがで きよ う。
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4.お わ りに

欧米諸国における廃炉研究は我が国に比べ

て一歩進んだ状況 にあるが,近 年は我が国 に

おいても,通 商産業省,科 学技術庁および電

力会社 をはじめとす る民間会社等 において精

力的に調査研究が進められ,着 々とその成果

が得 られつつある。

今回の海外調査 は通商産業省が当エネルギ

ー総合工学研究所に委託 して実施 している調1

査研究の,現 在までの成果 を欧米諸国 におけ

るそれと比較検討するとともに,各 国 におけ

る廃炉研究の現状 と将来の動向を把握する目

的で実施 したものである。

通商産業省においては,昭 和58年 頃 を目途

に廃炉 に関す る技術基準等のガイ ドラインを

作成すべ く,5か 年計画で技術的,経 済的,法

的諸問題についての検討 を進めている。この

意味 において,今 回の海外調査 は,研 究成果

の中間的なチェックの意味あいを持ったもの

である。

本文中に述べたように,廃 炉 コス トの算定

根拠,技 術開発の動向,廃 炉方式 と法規制に

関する考え方等,今 回の調査で多 くの点 を明

らかにで きたが,放 射性廃棄物の下限値の問

題,法 規制等,今 後の進展 に待つ部分も多い。

これらの問題については今後 も引き続 き調査

検討 を進め,海 外の動向を注視する必要があ

ろう。

最後に,今回の調査 にあたっては関係省庁,

各国駐在の日本大使館,電 力会社,原 子力メ

ーカー,建 設会社等の強力な御支援 をいただ

いた。 ここに深甚の謝意 を表する次第である。

(にしざわ やすお 主任研究員)
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OECD/NEAお よびU.S.DOE共 同主催 の「地

層処分場近傍 の現象 に関す る作業部会」 に出席 して

黄 明 彰
き

&

、♪

0

1.は じめ に

この作業部会は,1980年9月 パ リでのOE

CD/NEA主 催の 「地層処分場 からの核種

放出のシナ リオに関する作業部会」1)に 引 き

続 く同 じ性質の会合であり,地 層処分場近傍

(いわゆるNear-Field)の 現象 について討論

するものである。作業部会のほか,2つ の施

設の見学ツァ・一があった。'(表1参 照)

本作業部会は,出 席者が12か 国,2国 際機

表2

表1作 業部 会 の 行 程

(1981年8月28日 ～9月4日)

月 日 場 所 内 容

8月28日
LasVegas

(Nevada)

NavadaTestSite

の地 層 処 分 関連 施

設 の見 学

8月31日

～
9月3日

BattelleResearch
Center(Seattle,
Washington)

作業部会

9月4日
Richland

(Washingt・n)

HanfordSiteの

NearSurfaceTest

Facility(NS

TF)の 見 学

作業部会の出席人数および提出論文件数

人 数
論 文件 数(Session別)

代 表 国(機 関)
1 2 3 4 5 6 計

ア メ リ カ 13 2 2 1 2 3 1 11

カ ナ ダ 11 2 1 ε 5

西 独 7 4 4

日 本 6 1 1

フ ラ ン ス 6 1 1

ス ウ ェ デ ン 3 1 、1 2

イ タ リ ア 3

フ ィ ン ラ ン ド 3 1 1

ス イ ス 2

イ ギ リ ス 1 1 1

ベ ル ギ ー 1 1 1

デ ン マ ー ク 1

OECD/NEA 1

IAE∫A 1 1 1

計 12か 国,2国 際 機 関
P

59人 6 6 2 3 7 4 28

謄

謬

罎

謬

難
ー

鐸

ー

ー
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関(OECD/NEA,IAEA)合 せて59

人(表2)と いう規模で,日 本側の出席者は

筆者のほか,間 野氏(動 燃事業団),牧 野氏

(日揮),前 川氏(三 菱金属),福 光氏,石 井

氏(清 水建設)の 計6人 である。昨年の近藤

先生だけの参加に較べて,今 回の日本側の積

極性が注 目されるであろう。

2.作 業部会

2.1本 部会の趣 旨

本 部 会 の趣 旨 は 次 の 通 りで あ る。

(1)Near・Fieldの 現 象 に 関 す る 実験 デ ー

タ の レ ビュ ー,

(2)Near-Fieldの 性 能 評 価 に関 連 す る モ

デ リ ン グの 現状 レ ビュ ー,

(3)研 究 の ニ ー ズ とそ の優 先 順 位 の検 討,

(4)こ の分 野 に お け る研 究 協 力 の促 進,

(5)国 際 協 力 の 可 能 性 につ い て の討 論 。

2.2作 業部会の内容

1)部 会 の プ ロ グ ラ ム

論 文 発 表 は8月31日9時 の 開 会 式 の 後 か ら

9月2日11時 まで 行 な われ,そ の あ と同 日の

11時30分 か ら16時 ま で は3つ のWorking

Groupに 分 か れ て,発 表 論 文 に 関 す る ま とめ

や そ の他 の 討 論 を行 っ た 。 そ の結 果 を も と に

各WorkingGroupは 報 告 書 を 作 成 し,そ の

議 論 や協 議 が,9月3日 午 前 の 全体 会 議 に お

い て行 な わ れ た。

2)報 文 セ ッ シ ョ ン

報 文 セ ッシ ョ ンで は,28件 の 論 文 発 表 が な

され た 。 こ れ ら を6つ の セ ッ シ ョ ンに分 け る

と次 の 通 りで あ る。(表2参 照)

(1)ActinideSpecies,SourceTermsand

DataNeeds,

(2)GraniteandCrystallineRock,

(3)WaterMovement,

(4)ClayandTuff,

(5)SaltFormations,

(6)BarrierEffects,

GraniteandCrystallineRocksの セ ッ シ

ョ ン で は,ア メ リ カ,カ ナ ダ,ス ウ ェ デ ン,

ClayandTuffの セ ッ シ ョ ン で は,ア メ リ カ,

ベ ル ギ ー・一,SaltFormatimsの セ ッ シ ョ ン で

は,ア メ リ カ,西 独 が 中 心 で あ っ た 。 そ の 中

で,特 に,カ ナ ダ か ら はUndergroundLabo.

ratoryの 計 画 を 中 心 に5件 の 発 表 が あ り,活

発 な 動 き を 見 せ て い た 。

内 容 と し て はNear・field現 象 と い う こ と で

Solubility等 のSourceTerms関 連 デ ー

タ,処 分 場 の 熱 応 力 解 析,熱 に よ る 地 下 水 の

ギ

移 動 一 特 に,FraセtureFlow一 解 析 が 中 心 で

あ っ た。

3)WorkingGroupsの セ ッ シ ョ ン

前 述 した よ うに作 業 部 会 は9月2日 の11時

30分 か ら次 の3つ の グ ル ー プ に分 か れ て,今

回 の ワ ー ク シ ョ ップ の ま と め を行 うと共 に,

各 国 の研 究 の 現状,研 究 の優 先 度 等 につ いて,

討 議 を行 っ た。

(A)GraniteandCrystallineRocks

(B)SaltFormations

(C)OtherHostMediaandBarrierEffects

WorkingGroupsの 討 議 の 結 果 は グ ル ー

プ毎 に整 理 され,こ れ につ い て9月3日 午 前

中 全体 会 議 を行 っ て 最終 的 に ワー ク シ ョ ップ

と して ま とめ上 げ た 。

主 な内 容 は以 下 の 通 りで あ る。

(1)Near・field現 象 の重 要 性 は,処 分 シス

テ ム全 体 の性 能 評 価 に よ っ て 明 らか に な

(注)1)日 本か らは東大の近藤助教授(当 研究所研究嘱託)が 出席 した。

(IAEM8004参 照)
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る。 ま た,種 々 のNear-field現 象 の 重 要 性

の 評 価 手 法 と して,シ ス テ ム ズ ・ア プ ロ ー

チ は非 常 に有 効 で あ る。

(2)処 分場 近傍 にお け る核 種 の保 持(retention)

移 動 を解 析 す る た め に は,核 種 の種 類,化

学 形 態 を知 る こ とが重 要 で あ る。

(3)Near-fieldで の 熱 の 影 響 につ い て は,年

数 を経 て 十 分冷 却 した廃 棄物 として 処 分 す

る こ と に よ り避 け る こ とが で き る。 多 くの

国 で こ の こ と を考 慮 して,長 期 間 に わ た る

貯 蔵 を考慮 して い る。

(4)モ デ ル の 開発 で 必 要 なの は,新 し いモ デ

ル を 開発 す る こ とで な く,モ デ ル を組 合 わ

せ て,シ ス テ ム全 体 と して ま とめ 上 げ る こ

と で あ る。 ま た,こ れ らの モ デ ル を使 っ た

計 算 コ ー ドは,実 験 室 試 験 お よ び 現 場 試 験

(In・SituTest)と の つ き合 わ せ に よ り,

検 証 され なけ れ ば な らな い 。'

(5)Near-fieldに 関 す る計 算 コ ー ドや 実 験 デ

ー タの 国 際 間 のGive-and-Takeが 望 ま れ る。

4)作 業 部 会 の 印 象

(1)当 初,主 催 者 側 は,次 の5つ の テ ー マ を

計 画 した が,提 出 論 文 やWorkingGroup

の 討 議 は,(Dと(ll)を 中心 に行 わ れ た 。

(Dthermaleffects,

(li)thermomechanicaleffects,

(m)thermohydrologiceffects,

(iV)thermochemicaleffects,

(V)radiochemicaleffects,

(2)土 木 出 身 者 が 多 い が,地 層 処 分 の 問 題 に

長 期 的 に取 り組 ん で い る専 門 家 が 少 い。 論

文 内容 に関 して は,概 念 的 な計 算,問 題 領

域 の分 析,実 験 解 析,計 算 コ ー ド等 の検 討

お よ び その 比 較,等 々 に よ り,何 が 問題 か

を示 す に と ど ま っ た もの が多 か っ た 。

(3)Near・field現 象に関する問題提起がまだ

最近のことなので,発 表者 による問題の定

義や現象の理解には多少の相違 がある。特

に,WorkingGroupsの セ ッシ ョンでは概

念の混乱やそれに基づ く意見の対立が見ら

れた。

(4)放 射性廃棄物処分の困難,そ れに国際協

力の必要性が認識 されている中で,今 回の

作業部会のふん囲気がおとなしく,正 に国

際親善の場であると感 じられた。

3.NevadaTestSiteの 見 学

作 業 部 会 の 一 環 と し て,8月28日Nevada

TestSiteのE-MAD(EngineMaintenance,

Assembly,andDisassembly)施 設 で の 使 用

ヨ

済燃料のハン ドリングと封入お・よび一時貯蔵

試験の様子 を見学 した。(図1～4)

驚灘鑑鱗'噸
擁講 鍵 驚欝 翌

'で 鷲 篇 ∫鵬 薯 ㌦

贈触蝦

韻1
灘 吋轡

…欝 綴癒纏麟li羅灘 難撫

図1 E-一 一MADte設

花 歯 岩 の現 場 試験 施 設 で あ るClimaxmine

につ い て は,残 念 な が らサ イ トの 事 情 で 見 学

で きな か っ た 。
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3.1NevadaTestSite

このサイトは1951年 以来の核爆発試験地で

ある。1958年 までに119回 の試験が行なわれ

た。サイ ト内に水理地質学的データ,核 爆発

後の放射性核種の移行 に関する測定データが

蓄積 されている。

当初予定 された見学地Climaxmineは 深 さ

約1400ftで,以 前核爆発の影響 を観測するた

めにつ くられたものであり,現 在では放射性

廃棄物の中間貯蔵試験 やヒーターによる実験

解析 に使われている。

3.2E-MAD施 設

この施設は1974年 まで原子力推進ロケ ット

エンジンの開発試験所であったが,現 在は使

用済燃料の受入れ,格 納容器の健全性のテス

ト,一 時貯蔵試験等 に使われている。 ここで

NavadaTestに おける放射性廃棄物中間貯蔵

の計画,安 全評価,使 用済燃料のハ ンドリン

グおよび封入技術の開発,評 価,改 良,一 時

貯蔵試験の概要が紹介され,施 設を見学 した。

4.HanfordSiteの 見 学

こ れ も 作 業 部 会 の 一一・lftであ り,9月4日

HanfordSiteのNearSurfaceTestFacility

(NSTF)を 見 学 した 。NSTFは 地 質岩

体 で あ る玄 武 岩 体 が 商 業 用 核 廃 棄物 の 埋 設 に

起 因 す る熱 や 放 射 線 に よ る応 力 に よ り どの よ

うな影 響 を受 け る か につ い て 実規 模 で 試 験 す

る施 設 で あ る。

試 験 で は 電 熱 ヒ ー ター と実 廃 棄物 が使 わ れ

る こ と に な って い る。 ヒ ー タ ー に よ る熱 実 験

が1980年 か ら行 な わ れ て い る。 実物 の 使 用 済

燃 料 に よ る熱 実験 は1982年 か ら行 な わ れ る予
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定 で あ る。

NSTFは サ イ トの 中 のGableMou堪ain

(玄 武 岩)に 設 置 さ れ て お り(図5),Basalt

WasteIsolationProject(BWIP)の 一一環

と して行 な わ れ て い る。 こ の プ ロ ジ ェ ク トは

U.S.DOEの 委 託 を受 け て,Rockwell

HanfordOperations(RHO)が 運 営 を行 っ

て い る。

な お,試 験 が終 了 した時 点 で,廃 棄 物 を取

除 き,施 設 は解 体 さ れ る。

5.お わ り に

つ い て他 国 と積極 的 に意 見 を交 換 し,注 目 さ

れ た。 原 子 力発 電 大 国 の 日本 に何 か期 待 を し

た い と こ ろ なの で あ ろ うが,特 に原 子 力 関 係

の 予 算 が 大 幅 に削 減 さ れつ つ あ る西 独 の 出 席

者 か らは,ヨ ー ロ ッパ の 他 の 国 よ りわ れ わ れ

の 活 動 に興 味 を も っ て い る こ と が ひ しひ し と

感 じ られ た 。

とこ ろ で,Near・fieldに 関 す る諸 実 験 に必

要 な場 所 に関 して,ア メ リカ がNevadaTest

SiteやHanfordSite等 の 広 大 な政 府 保 有

地 が利 用 で き る こ とは,誠 に うらや ま しい こ

とで あ る。

β

今回の作業部会では,日 本側は,動 燃事業

団の間野氏 を主体 に研究開発の計画 ・現状 に

(こ う め い し ょ う 副主任研究員)
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研究所のうごき
(昭和56年10月1日 ～12月31日)

◇ 評 議 員会 開 催

第2回 評議員会

日 時:11月18日(水)15:00～17:30

場 所:経 団連会館(9F)ク リスタル ・ルーム

議 題:

(1)議 長挨拶

(2)(報 告)昭 和55年 度事業報告及び収支決算,

並び に昭和56年 度事業計画及 び収支予算 につ い

て

(3)(講 演)新 エネルギー開発 の課題 について

(4)懇 談

◇ 企 画 委 員 会 開 催

第17回 企 画委員会

日 時:10月30日(金)14:00～16:00

場 所:農 林年金会館

議 題:

(1)省 エネルギー型新発電方式 にっ いて

② 新エネルギー コス トとエネルギー収支に関す

る予備調査 について

第18回 企画委員会

日 時:12月22日(火)16:30～19:30

場 所:東 海大学校友会館 第1会 議室

議 題:

(1)新 エネルギー供給 見通 しに関す る調査結果 に

ついて

(2)海 外出張報告(廃 炉研究の動向)

(3)自 主研究 テーマ につ いて

◇ 主 なで き ご と

10月2日(金)「 ソフ トエネルギー等調査」第1回

委員会開催

5日(月)「 エ ネルギーセキュ リテ ィ確保 に関

する調査研究」第1回 委員会開催

14日(水)「 エネルギー技術データベ ース体 系

化法 の開発研究」第11回 委員会開催

21日(水)「 新エ ネルギー供 給見通 しに関す る

調査」第4回 委員会開催

26日(月)「 ソフ トエネルギー等調査」第2回

委員会開催

30日(金)第17回 企画委員会開催

11月9日(月)「 鹿児島県ローカルエネルギー フィ

一 ジビリテ ィ調査検討
」第3回 委員会

開催

10日(火)「 アスファル トガス化 コンバイン ド

発電 に関す るフィージビリテ ィ調査」

第4回 委員会開催

「燃料電池エネルギー システム調査

研 究」第2回 委 員会開催

17日(火)「 ソフ トエ ネルギー等調査」第3回

委員会開催

18日(水)第2回 評議員会開催

24日(火)「 原子力 プラン ト運転 の信頼性 に関

す る研究会」開催(第20回)

12月2日(水)「 核熱の産業利用実用化方策 の検討」

第1回 委員会開催

9日(水)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第1回 委員会 開催

15日(火)「 ソフ トエ ネルギー等調査」第4回

委員会開催

22日(火)第18回 企画委員会 開催

◇ 人 事 異 動

010月1日 付発令

(採用)室 田 健次 主管研究員 に任命,プ ロジ

ェク ト試験研究部 配属

◇ そ の 他

外 国 出張

(1)高 倉毅 主 任 研究 員 は,「 海外 バ イ オマ ス資 源 に

よ る アル コ ー ル生産 に関 す る調 査 の た め の現 地 デ

ー タ収 集及 び実情 視 察 」 の た め
,10月23日 ～11月

14日 の 間,パ キ ス タ ン,イ ン ド及 び タ イへ 出張 し

た。

(2)西 沢靖 雄 主 任研 究 員 は,「 ヨー ロ ッパ 及 び ア メ

リカ にお け る廃炉 の調 査 研 究 に関す る実 情調 査 」

の た め,11月7日 ～11月22日 の 間,オ ース トリア,

西 ドイ ツ,フ ラ ンス,英 国 及 び 米国 へ 出 張 した。

(3)松 井 一秋 主 任研 究 員 は,「 海外 の メ タ ノー ル燃

料 油 利 用 に関 す るフ ィー ジ ビ リテ ィス タデ ィー一

石 炭 系 ア ルコー ル燃 料 生 産 に関 す る調 査 一 の た め

の現 地 実状 視 察 の た め」11月14日 ～11月27日 の聞

詫 ン ドネ シア共 和 国へ 出張 した 。

(4)飯 沼 孝正 プ ロ ジェ ク ト試 験 研 究部 長 及 び片 山優

久雄 常 勤嘱 託 は,「 米 国 に お け るア ス フ ァ ル トガ

ス化 コ ンバ イ ン ドサ イ クル発 電 の調 査 研 究 に関 す

る現 状 調査 」 の ため,12月6日 ～12月13日 の 間,

米 国へ 出張 した。
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